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阪神・淡路大震災より 2 年近く経過した

が,建設省においても被災地の一日も早い

復旧・復興のためこれまで様々な措置を講

じてきたところである。 

本論では,これまでの復興の取組状況及

び今後の復興の取組方針について論じるこ

ととする。 

 

 

1 これまでの取組状況(平成 9 年 1 月 1

日現在) 

 

1 復旧対策等 

(1)道路 

○地震発生直後,高速自動車掴道,阪神高

速道路,一般国道で 27 路線 36 区間あっ

た交通止め区間については,一般車両な

いしは緊急車両用として逐次交通開放

を行い,平成 8年 9月 30 日の阪神高速 3

号神戸線の一部区間(深江～武庫川)の

供用をもって全て復旧を完了。 

(2)河川 

○直轄管理する河川については,淀川等 4

河川の 32箇所で被災したが,平成 8年 3

月 31 日までに全ての箇所において本復 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧工事を完了。 

 

2 被災者向け住宅確保対策 

(1)公的供給住宅の供給 

○「ひょうご住宅復興 3 力年計画」にお

ける被災者向け公的住宅の計画戸数

77,000 戸(3力年の新規建設計画戸数 11

万戸の 70%)について,平成 8年度当初予

算までの措置で約 9.5 割(約 73,000 戸)

に着手。 

○このうち,約 65,500 戸分の用地を確保

し,約 42,700 戸着工済み。 

○良質な住宅の大量建設を図るため,各

事業者共通の設計方針,標準設計を策定。 

○被災者住宅対策の拡充(6 月 20 日関係

省庁で合意,総理に報告) 

・公営住宅の新規整備戸数約 7千戸増加,

公営住宅の震災前着工分・空家の活用等

計約 3万 9千戸確保 

・家賃低減対策(40 ㎡程度の住宅の場合)

従来:3万円程度→今回:最低で 6千円程

度(実施期間 5 年間) 

(2)個人の自力による住宅の再建,取得,補

修の支援 

○通常融資と比べて低利の住宅金融公庫
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の災害復興貸付制度等により支援。 

(金利:3.0%) 

・国の支援に特別の利子補給により実質

的な金利負担を軽減(当初 5年間 0.5%分。

実質 3.0%→2.5%) 

・県の基金による利子補給(当初5年間2。

5%分等(実質 2。5%→無利子)) 

・申込実績:約 44,200 件(平成 8 年 11 月

末現在) 

 

3 被災地域の再生等のための面的整備事業

の推進 

(1)土地区画整理事業(被災市街復興推進地

域 13 地区(約 251ha)等) 

○事業計画の決定へ向けての取組状況 

・新長田・鷹取地区の一部(神戸市),築地

地区(尼崎市)をはじめ 11 地区について

事業計画案の地元住民との協議がまと

まり事業計画決定。 

・その他の地区では,8 年度内を目途に決

定予定。 

○仮換地指定へ向けての取組状況 

・新長田・鷹取地区の一部(神戸市)等に

おいて,被災者の生活再建を可能とする

ための仮換地指定を実施し,工事に着手。 

・その他の事業計画の決定がなされた地

区でも,仮換地指定の準備中。 

(2)市街地再開発事業(被災市街地復興推進

地域 6地区(約 38ha)等) 

○事業計画の決定へ向けての取組状況 

・宝塚駅前地区(花のみち地区)(宝塚市),

六甲道駅南地区の一部(神戸市)をはじ

める 5地区について事業計画決定。 

・事業計画の決定がなされた地区におい

ては,早期の建築物の着工を目指し,地

元権利者と管理処分計画について協議

中。 

(3)住宅市街地総合整備事業(15 地区,約

1,180ha) 

・東部新都心周辺地区では,日出町ブロ

ック(神戸製鋼跡地)において,住宅市街

地復興のモデルとなる快適で安全な住

宅街区の形成と被災者等に対する公共

住宅の整備に着手。 

 

4 幹線道路等の整備の推進 

高度に市街化の進んだ阪神地域の交通の

円滑化はもとより,緊急時における交通の

高速化,代替性を確保するため,格子型高規

格道路網等の整備を推進。 

また,緊急輸送道路や広域迂回路の一部

を形成する幹線道路等及び避難路ネットワ

ークや災害危険市街地における緊急活動を

支援する路線等の整備を推進。 

 

5 防災性向上のための根幹的公共施設の整

備 

(1)防災拠点となる都市公園等の整備 

○広域防災拠点,地域防災拠点となる都

市公園等の整備について 88 箇所で実施。

特に,広域防災拠点として位置付けられ

ている県立三木総合防災公園の用地買

収を促進。 

○市街地の遊休地・未利用地を機動的に

買収し,地区全体の防災性を強化するグ

リーンオアシス緊急整備事業について

は,平成 7 年度第二次補正予算から補助

制度を創設し,神戸市等において 14 地

区で実施。 

(2)土砂災害対策 
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○二次災害の防止や避難路,避難地の安

全確保等に資する土砂災害対策及び六

甲山麓部において土砂災害に対する安

全性を高め緑豊かな都市環境と景観の

創出等に資する「都市山麓グリーンベル

ト」の整備を 258 箇所(砂防 173 箇所,地

すべり 27 箇所,急傾斜地 58 箇所,グリ

ーンベルト 1 地区)において実施。 

 

6 公共施設の耐震性の向上 

○道路の橋梁補強 

平成 7 年度から 3 箇年で,高速自動車

国道,阪神高速道路,一般国道等の緊急

度の高い橋梁について,震災被害を踏ま

え橋脚等の所要の補強対策を概成。 

このうち,阪神高速道路については,

全橋脚(約 4,800 基)を対象に補強対策

を実施することとしており,平成 7 年度

に約 1,650 基について補強対策事業に

着手済み。さらに,平成 8年度は約 1,850

基について補強対策事業に着手予定。 

 

 

Ⅱ今後の復興の取組方針 

 

今後の被災地域の復興の取組方針につい

ては,平成 7 年 7 月 28 日に決定された「阪

神・淡路地域の復興に向けての取組方針」を

十分に踏まえ,予算編成過程において検討

することとされており,今後,同「取組方針」

に基づく復興特別事業についての調整を進

め,復興対策の円滑な推進に十分配慮する

ものとする。 

 

 

1 被災者向け住宅確保対策 

・「ひょうご住宅復興 3力年計画」等の着

実な推進を図るため,災害復興公営住宅,

災害復興準公営住宅,公団・公社住宅等

の公的供給住宅について,引き続き必要

事業費の確保によりその推進を支援す

る。 

 

2 被災地域の再生等のための面的整備事業

の推進 

・被災市街地復興推進地域等の再生,被

災者のための住宅供給及び新都市核の

整備のため,土地区画整理事業,市街地

再開発事業,住宅市街地総合整備事業,

密集住宅市街地整備促進事業及び住宅

地区改良事業等を推進。 

 

3 幹線道路等の整備推進 

・格子型幹線道路ネットワークを構成す

る高規格幹線道路等 

高度に市街化の進んだ阪神地域の交

通の円滑化,緊急時における交通の高速

化,代替性を確保するため,格子型幹線

道路ネットワークを構成する高規格幹

線道路等の整備を推進。 

・格子型幹線道路ネットワークを補完す

る一般道路 

緊急輸送道路や広域迂回路の一部を

形成する幹線道路等及び避難路や災害

危険市街地における緊急活動を支援す

る路線等の整備を推進。 

 

4 防災性向上のための根幹的公共施設の整

備 

・広域防災拠点,地域防災拠点となる都
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市公園について,用地取得の促進及び備

蓄倉庫を始めとする災害応急対策施設

の整備等を推進。 

・二次災害の防止や避難路,避難地の安

全確保等に資する土砂災害対策の推進

及び六甲山麓部において土砂災害に対

する安全性を高め緑豊かな都市環境と

景観の創出等に資するグリーンベルト

の整備を推進。 

・緊急時の消火用水,生活用水の取水等

のための水へのアクセスを確保する河

川整備及び防災拠点,広域防災帯として

機能する道路・河川・海岸の整備を推進。 

 

5 公共施設の耐震性の向上 

・震災被害を踏まえ,緊急度の高い橋梁

について,橋脚及び落橋防止装置等の所

要の補強対策を推進。 

・新耐震基準に基づく下水道施設の改

築・更新等及び災害発生時の下水道の機

能維持のための下水道施設のネットワ

ーク化を推進。 

・ゼロメートル地帯等における海岸堤防

及び砂防設備の補強 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 災害に強いライフライン共同収容施設の

整備 

・電気,電話,ガス,水道等のライフライ

ンの安全性・信頼性の向上等を図るため,

一般国道 2 号等において,ライフライン

共同収容施設としての共同溝・電線共同

溝を整備。 

 

7 緊急時の消火・生活用水等の確保対策 

・下水処理水等の活用のための高度処理

施設等の整備を推進 

・生活用水の安定的供給や緊急時におけ

る消火用水等の供給が早期に可能とな

るダムの整備を推進。 

 

8 情報通信基盤の整備 

・災害時に迅速かつ的確に災害情報等を

収集,関係機関に伝達するとともに,道

路利用者等への情報提供に資する道路・

河川情報通信基盤の整備を推進。 

 

 

 

 

 


